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検討事項（第4回介護保険福祉用具・住宅改修評価検討会における指摘及び対応状況について）  

告示様目・車重煩   告示・通知の規定   要望内奉   素4回検討会  検討結果  主↓意見   指摘に対する対応の繊要   留意点  
茶4回検討会における指牌   

【1i社用具（貸与）】  

・特殊寝台、平ベッド等の寝台上での使用は法定されていないため．持株  
・特殊尊台付属品  ▲特殊ヰ台と－（事的に使用される もの（告示〉  1起きあがり補助装1  檜付対■とし在い方角   寝台付属品の粗食には入りえないのではないか．  

・特殊寝台、平ベッド等のヰ台上での使用は危険ではないか。  

・部分用床ずれ防止用具と座布団等の一般生活用晶の区別が困朋ではな  

巨反すれ防止用兵  ・7人事によって減圧による体圧分 敲効靂杏もつ全身用マット（幹示）  之床ずれ防止クウシヨン（都 分的なもの）  ▲i付錮暮としない方自   いか。 ・部分用反すれ予防用具を対象とすると、これまで車いす付属品等として対 象とされていたものが 
、すべて床ずれ防止用具に移行することになる等、影  

誓が大きいのではないか。  

・特殊寝台、平ベッド等の寝台上で使用することは危険である。  
3 起きあがり権助衰■  お付封書とする方白   ・「床等で使用することJを条件とすべきではないか。  

・安全上の牲点から、床等の上で  

・体位変換翳の概念に入るものではないか。  
の使用に取るペきではないか9  

【製品例】  
】 ∈  u ト空気バッド事を身射）下に挿入  Lすることにより体位を容易に蛮  

①傾斜角度の設定は可能か。  （D不明  

②臨床試旗絨果が欲しい。  ②なし  
・床上で布団と一体的に使用するのであれば、安全性にも間組はたいので  （霊設定時間に応じた傾き方向の切替  

】のを除く（告示）  ■ さ返り支援藍i  はないか。  ④価格はどの柁度か。   ④本体235、000円  
・ベッドの床板とマットレスの間に憂いて使用する場合は、安全性に疑問が  ⑤取扱説明書参照  
残る。  ⑥使用実績は何人か。  「モ、  

⑦事務局が記載した鱒増とノくンフレツトが異なる。（自動・手動の概念。）   
調べて欲しい。  手動とは左右のいずれかスイッチを押すと押している聞だけ傾斜するもの  

※メーカー調べ   巨琵、票器真夏言喜き】た与慧も  ・手すりとベンチの複合的機能を有するものであり、対象とすることは不適  
切ではないか。  

手  lよL」，t椚ナ桃毛しくは捧動又は樽■勤惰に ■することを目的とするものであって」町村H  
r＝∫しユ●を伴わないもの∴j知ノ   か凸  

・取付けに際しエ事が伴わないものである場合、安全性にが間が残る。  

・認知症老人誹イ且窓  ・現行斜度【こおいても．対象となるものであるため．新しい種目として位正  ○ 緊負通報装置等 利用の際に矧、余必要となる料金まで対象としないよ  ○ 従前よリ システム利用料等 別途費用を要するものは 保険給付の対象  
・認知症の要介護者等を抱える家族にとっては有用ではないか。  う、明確化すべきではないか。  外としているところ．   

l・∴T  6 暮庄センサー  結付対暮とする方角  

・安全ベルトが捷準装備されている商品を対象とするべきではないか．  

q」民定子弓弦  ・事前講習を受けた者が使用することを条件とすべきではないか．   
【里品例】   

つり具又はいす等の台座を使用し  ① 安全ベルトは必ず装備されているのか  ・操作者はメーカー 事業者等の  
らないものを対象とすることは疑問。   

①安全ベルトは標準装備   実施する講習受講者に】翳る等、利  u   ‖ ・屋外へ出ようとした昭、又は屋内                         n  のある地点通過した時に、セノ サーにより感知し、家族、隣人事 へ通桟するもの（通知）  ・「階段昇降機」という新しい告示種目が必要ではないか。  ③保険給付の対象としている市町和まどのI呈度あるのか。   ②事故率は約1％（3／277）   用に当たっての安全性の確保を撤  
てるもの（通知）   ・「介護保験における福祉用具の範囲の考え方」に、r安全性」を追加する  

③17都道府県（114市町村）で保険給付（本年4月1日現在）  底すべきではないか。   

必要があるのではないか。  
※メーカー調べ  

【特定福社用員（■入）】  

・いわゆる「付けっばなし」となるのは不適切であり、利用者、時間帯を限定  
すべきではないか。  【製品例】  
・要介護者等の身体的自立を回るものとは言えないのではないか。介助者  
の負担軽減とは、利用者の身体的自立の上で成り立つものではないのか。  ○ 曇品としては良いものもある。しかし、告示縫目とする＝牡を念頭に考え   市販（若しくは市販予定の）7社の結果   

・臭に必要な看、（例えばl鼻便ーこ全  

8 自動排泄処理装正（尿と  齢付対■と丁る方角  介助を要する零）の利用に限定する  

・今乱「探せつの用に供するもの」を貸与種目として取扱うことを可能とす  ※メーカー調べ   
る考え方があってもよいのではないか。   

・移乗補助用具は、特殊寝台付属品として取扱うという考え方を＃持すべき   【蟹品例】  
の入浴に虎しての補助を目的とす  十＼   

る用具であって次のいす九かに該  ①「入浴の用に供されるもの」と断定できるのか。             ■。 ・貸与、請人標目の双方に移乗捕助用具があることで、保険者は判断しか  ① 入浴介助専用として販売  
g 入浴用介助ベルト  ねるのではないか。  ②材質はとのよつなものであるのか．  ②肌面：ポリエテレノ、表面：ポリウレタノ・ナイロノ、取っ手ヘルト＝ポリプロヒ  

l入謁牒い丁2；ぢ嶋嗣子すり  
・貸与、購入種目のどちらの対象とするかは、ケアプランにより判断できるの  レン、アタッチメント＝ポリアセタール  

ユ裾■円いrd人謁台  

5僧董璃丁のこ6遊■外丁のこ  

で．双方に移乗補助用臭が位置づけれられるとしても、問題はないのではな  ③遠縁引弓l耐久試演（60kgXl100回）を実施  

いか凸  ※メーカー調べ  

【繁品例】  

①入浴用とすることを原則  

・座位の保持 浴槽への出入り等  ・浴槽の縫にかけて浴槽への出   ・入浴用として使用する場合、安全性に畳閏が残るのではないか。  ②■安全性に係る臨床試験結集等の資料なし  
10 ターンテーブル  く  た、＼   ・衛生性に係る資料等なし  

のに限る（通知）  ③販売実績は和500枚（年間約250牧〉こ在宅での個人ユーザーはほとんどな  
〈主に施設等にて使用  

・‘i   

【住宅改書】  
住宅改書告示■一号に掲げる「事丁りの取  ・‘＝・  

竹子萌苦し（【i移動又は捧tb作に■ナる  
・手すりとベンチの複合的機能を召するものであり∴対象とすることは不適  ○住宅改修は、住宅改♯の範囲の考え方に基づき、高齢者の自立を支提す  

・手すりの取付け   従って、福祉用具と同様、必要最小限度の改曝糞を給付するものであり、介護  

ではないか。   とは直接関係ない機能に対する改♯は保険給付の対象とはならないところ．  

・個人賞産の形成に箕がるほどの改修ではないのではないか。  

・引き戸零への扉の 取ずえ   ノブの変更、戸車苓の設置等も含  
まれる   か。  



検討事項（福祉用具の種目及び住宅改修の種類について）  

告示種目・種類  告示・通知の規定   要望内容   範囲の考え方   

【福祉用具（貸与）】  ①  ②  ③  ④  ⑤  ⑥  ⑦  

・今寺殊寝台付属品  ・特殊寝台と一体的に使用されるもの （告示）  1起きあがり補助用具  

・水等によって減圧による体圧分散効  2 床ずれ防止クッション  
・床ずれ防止用具                          果をもつ全身用マット（告示）   （部分的なもの）  

・空気パッド等を身体の下に挿入する  3 起きあがり補助用具  
ことにより、休位を容易に変換できる  

・体位変換器  梯能を有するものに限り、体位保持の  

みを目的にするものを除く（告示）  4 寝返り支援装置  

・（貸与）居宅の床に置いて使用するこ  

と等により、転倒予防若しくは移動又  
・手すり  は移乗動作に資することを目的とする  

ものであって、取付けに際し工事を伴  
わないもの。（通知）   

1屋外へ出ようとした時、又は屋内の  
・認知症老人排梱    ある地点通過した時に、センサーによ り感知し 
感知機器  、家族、隣人等へ通報するも  

の（通知）   

・①床走行式  
つり具又はいす等の台座を使用して  

※   ・移動用リフト（つり  
具の部分を除く。）    、ャスで、 目的の場所に人を移動させるもの（通  

知）   

【特定福祉用具（購入）】  ①  ②  ③  ④  ⑤  ⑥  ⑦   

・尿が自動的に吸引されるもので居宅  
8自動排泄処理装置  

※  ・特殊尿器  
（尿と便が自動的に吸引  

要介護者等又はその介護を行う暑が 容易に使用できるもの（告示・通知）    でき、洗浄機能を有するも  

の）  

・座位の保持、浴槽への出入り等の入  
浴に際しての補助を目的とする用具で  
あって次のいずれかに該当するもの  
に限る（告示）  9 入浴用介助ベルト  
1入浴用いす2浴槽用手すり  
3浴槽内いす4入浴台  

・入浴補助用具  5浴室内すのこ6浴槽外すのこ  

2入浴台  
1浴槽の縁にかけて浴槽への出入りを ことができのに（  

容易にするるも限る通  
知）   

【住宅改修】  ①   ②   

・住宅改修告示第一号に掲げる「手す  
リの取付け」とは、廊下、便所、浴室、  
玄関等に転倒予防若しくは移動又は  
移乗動作に資することを目的として設  

※  ・手すりの取付け      置するものである。手すりの形状は、  
二段式、縦付け、横付け等適切なもの  
とする。なお、貸与告示第七項に掲げ  
る「手すり」に該当するものは除かれ  
る。（通知）   

・開き戸を引き戸等に取り替えるといっ  

※  ・引き戸等への扉 の取替え   た扉全体の取替えのほかドアノブの変 更 、戸車等の設置等も含まれる   

※前回検討会において、要望があった種目・種類   



参考事項（新規要望分：福祉用具の種目及び住宅改修の種類について）  

告示種目・種類  要望内容   範囲の考え方   

【福祉用具（貸与）】  ①  ②  ③  ④  ⑤  ⑥  ⑦  

・辛いす  
・牽いす付属品  排絢探知機（探知機能付）  ×  

・特殊寝台  

・特殊寝台付属品  
・床ずれ防止用具  鹿禎架  X  

・体位変換器  

・手すり  
自動車乗車ステップ  

・スロープ  
X  

・歩行器  

・歩行用補助つえ  平ベッド  

・認知症老人排掴（はいかい）感  
×  

知機器  

・移動用リフト（つり具の部分を除  

く。）  

×  

定福祉用具（購入）】  ①  ②  ③  ④  ⑤  ⑥  ⑦  

浴槽内いす（脚なし）  ×  

防水シーツ  ×  

部分浴器（足浴）  ×  

湯おけスタンド  ×  

電磁調理器  ×  

転倒骨折軽減用下着   X   ×  

・腰掛便座  床ずれ防止シール  ×  

・特殊尿器  
・入浴補助用具  助聴器  ×  

・簡易浴槽  

・移動用リフトのつり具の部分                                                                                                                                                  車いす用レインコート   ）く  

玄関用踏み台  ×  

滑り止めテープ  ×  ×  

火災警報器  ×  

ホームエレベーター  ×  

受尿器  ×  

尿瓶  ×  

【住宅改修】  ①  ②  

便器への水洗リモコンの設   X  
置  

火災警報機の設置   ×  

・手すりの設置  
・段差の解消  洗面所、台所等の取替え  ×  

・床材の変更  
・扉の取替え  

・便器の取替え  
洗面器置き台の設置  ×  

・その他住宅改修に付毒して必  
要となる工事  事  

×  

電気工事等の付帯工事（ウ  
オッシュレット設置のみ）  

×  

2   



参考事項（前回引き続き要望分：福祉用具の種目及び住宅改修の種類について）  

告示種目・種類  要望内容   範囲の考え方   

【福祉用具（貸与）】  ①  ②  ③  ④  ⑤  ⑥  ⑦ 

自動摂食用具  ×  

点滴ポール  ）く  

・幸いす  

・車いす付属品  衝撃緩和マット  
・特殊寝台  （特殊寝台からの転落での怪  ×   ×  

・特殊寝台付属品  我を防止）  

・床ずれ防止用具  

・体位変換器  

・手すり  
・スロープ  介護用補聴器  ×  

・歩行器  
丁歩行用補助つえ  
一認知症老人排掴（はいか  

い）感知機器  携帯型対話装置  ×  

・移動用リフト（つり具の部  

分を除く。）  

通報装置（トランシーバ機能）  ×  

フィットネス機器（エアロバイク  

等）  

×  

定福祉用具（購入）】  ①  ②  ③  ④  ⑤  ⑥  ⑦  

靴  
（介護シューズーリハビリ用靴）  

×  〉く  

・腰掛便座  滑り止めマット  
（浴槽内の転倒防止）  

×  

・特殊尿器  
・入浴補助用具  

・簡易浴槽  
・移動用リフトのつり具の部  

分  吸引器  ）（  

自助具  ×  

【住宅改修】  （D  ②  

水道蛇口の変更   ×  

■手すりの設置  
・段差の解消  

t床材の変更  

■扉の取り替え  照明（足下灯）の設置   X  

・便器の取り替え  

・その他住宅改掛こ付帯し  
て必要となる工事  

新築、拡幅工事等  ×  

3   



資料5－②  

検討を要する福祉用具の種目及び住宅改修の種類について  

1．起きあがり補助用具（特殊寝台付属品）  

○ 特徴  

高齢者の自立を助け、寝たきり状態への移行を防止する。  

一般のベッド及びハイ・ローベッドに設置し、起き上がり  

を可能にできる。  

移動、収納が簡単にでき、居室等を有効に活用できる。  

○ 対象者  

日常的に起きあがり等が困難な者。  

要介護度別では、要介護1～4の者を想定。  

○  対象と して検討する理由  

特殊寝台の主たる機能のひとつである、起きあがりの機  

能を有するものであり、ハイ・ローベッドに組み込むこと  

により、利用者の自立支援に貢献すると考えられる。  

○ 告示・解釈通知での対応案  

なし。  

○ 留意点  

マット レスの下で使用する場合、起き上がり が可能であ  

るか等の機能性及び、ベッドからの転落、手すりへの挟ま  

れ等、安全性について十分な検討が必要である。  

起き上がりの機能は特殊寝台自体にも含まれるものであ  

ることから、付属品に同等の機能を付与する こ とについて  

十分な検討が必要である。  

4   



2．部分用床ずれ防止クッショ ン  

○ 特徴  

従来のゴムやシリ コ ン等とは異なり、どのよ うに加圧を  

してもその柔軟性を損なわず、広範囲での用途を期待する  

ことができる。  

荷重に対する反撥が非常に少ないので、人体や柔らかい  

素材と長時間接触したり保護する時等にも最適である。  

○  対象者   

・ 床ずれが頭部や踵等の局所にできる者。  

○ 対象と して検討する理由  

部分的なものを保険対象とすることで、寝たき り ではな  

い要介護者等の日常生  

活上の便宜を図ることができると考えられる。  

○ 告示、解釈通知での対応案  

床ずれ防止用具の告示及び解釈通知の規定において、「・  

全身用のマット」の「全身用の」を削除する。  

○ 留意点  

部分的な床ずれの防止と しては、車いす利用場面が想定  

されると ころ。  

全身用のマットとは異なり、圧迫部位への減圧を一部分  

のみ行うものが要介護者等に有効であるのか十分な検討が  

必要である。  

5   



3．起きあがり補助用具  

○  特徴  

高齢者の自立を助け、寝たきり状態への移行を防止する。  

和布団の下に設置し起き上がりを可能とするため、特殊  

寝台を導入する必要がない。  

一般のベッド及びハイ 

り を可能にできる。  

移動、収納が簡単にでき、居室等を有効に活用できる。  

○  対象者  

日常的に、起きあがり等が困難な者。  

要介護度別では、要介護1～4の者を想定。  

○ 対象と して検討する理由  

特殊寝台を導入しなく と も、起き上がりの支援を可能に  

するものであり、利用者の自立支援に貢献すると考えられ  

る。  

○ 告示・解釈通知での対応案  

体位変換器の解釈通知において、「・・仰臥位から側臥位へ  

の体位の変換を‥」を「‥仰臥位から側臥位又聯＼の体  

位の変換を‥」とする。  

○  留意点  

和布団で使用する場合、ずり落ち等が起こらないのか等  

の機能性及び、一般のベッドで使用する場合、ベッドから  

の転落等、安全性について十分な検討が必要である。  
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4．寝返り支援装置  

○ 特徴  

特殊寝台等の床板とマットレスの問に空気袋を・設置し、  

マットレスを傾斜させ体位変換させる装置である。  

操作パネルにより、自動1手動設定が可能である（但し、  

「自動」とは、一定時間の間隔で傾斜させるという意味で  

はなく、角度設定することにより任意の角度まで自動で傾  

斜させること）。  

○  対象者  

体の不自由な人・病気や怪我で自力での寝返りが困難な  

者。  

○ 対象と して検討する理由  

マットレスを傾斜させる構造であるため、体位変換が容  

易にでき、介助者の負担軽減に資する。  

○ 告示・解釈通知での対応案  

なし。  

○ 留意点  

体の真下に直接挿入して使用するものは、体位変換器と  

して対象になりえるものであること。  

当該品目は、介助者の負担の’軽減に資すると考えられる  

が、必要時は手動操作にて体位変換を行うものである。マ  

ットレス等の下からの使用にあたっての安全性・機能性が  

確保できるか、十分な検討が必要である。  
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5．ベンチ付き手すり  

○ 特徴  

要介護者等の自立支援に資する．。  

ベンチが折りたたみ式であるため、狭い玄関でも有効に  

活用できる。  

○  対象者  

立ち－上がり、歩行、姿勢の変換等を行う ときに、自らの  

体重を支えてバランスを取ることができない者。  

○ 対象と して検討する理由  

立ち上がり等に支障がある要介護者等が、玄関での靴の  

脱ぎ履の際安全かつ容易に動作 

会の増加、行動範囲の拡大につながり、自立支援に資する。  

○ 告示、解釈通知での対応案  

なし。  

○  留意点  

手すりの範囲内と して考えるものであるのか、あるいは、  

手すりおよびいすの複合的機能を有する福祉用具と して取  

り扱う ものであるのか十分な検討が必要である。  

ビス等を使用し、固定する場合は住宅改修になることか  

ら留意する必要がある。  
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6．離床センサー  

○ 特徴  

感知部位に加圧・除圧又は接触すること等に■よ り、家族、  

隣人等に要介護者等が離床した際、音で知らせる。  

感知部位は多種類存在する。  

身体に発信器等は取り付けず、工事も不要であり、設置  

も簡単である。  

早期に排梱の状況を感知することができる。  

○ 対象者  

病院・施設等での転倒・転落の危険性がある者。  

認知症等で排梱の危険性がある者。  

○  対象と して検討する理由  

認知症要介護者等を介助する者の負担軽減を図ることが  

できる。  

○  告示、解釈通知での対応案  

なし。  

○ 留意点  

要介護者等の身体拘束につながる可能性がないか十分な  

検討が必要である。  
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7．階段移動用リ フト  

○ 特徴  

電動モーターの働きで階段や段差を昇降することができ  

る移動用リ フト。  

本体がコンパクトなので、公営住宅などに多い狭い踊り  

場や急な階段での取り回しが容易。  

設置工事が不要なため、住宅改修が困難な公営住宅や賃  

貸住宅でも使用可能。  

○  対象者  

自立歩行が困難（主に要介護3～4）で以下のような住  

宅に居住している者。  

住宅改修が困難な公団、公営住宅などエ レベーターのな  

い集合住宅。  

道路から玄関口までが階段で、住居が高台にある一軒家。  

○  対象と して検討する理由  

外出機会の増加、行動範囲の拡大につながり、自立支援  

に資する。  

狭い段差等が多い環境に居住する要介護者等を、介助者  

が容易に外まで移動させることを可能と し、介助負担の軽  

減に資する。  

○ 告示、解釈通知での対応案  

解釈通知の床走行式リ フトの規定において、 「・・・キヤス  

「…キャスタ等で床又は階  タで床を移動し…」の部分を、  

段等を移動し…」とする。   

○  留意点  

当該品目の利用に際して、介助者は安全に使用するため  

に事前講習を受ける必要があり、また、機器自体の大きさ  

や重量の点から、通常の住宅内での有用性について十分な  

検討が必要である。  
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8．自動排泄処理装置  

○ 特徴  

特定福祉用具購入の対象となっている特殊尿器（尿だけ  

を自動吸引する集尿器）とは異なり、排尿中に便が出ても  

尿と一緒に汚物タンク内に吸引して、陰部を温水洗浄する  

独自のレシーバー形態を有している。  

○  対象者  

対象は脳血管障害、パ⊥キンソン病等で尿意はあるが離  

床できない寝たきり レベルの者。  

○ 対象と して検討する理由  

体力がない高齢者は肛門括約筋がゆるんでいるため、排  

尿中にいきむと便が一緒に出ることがよく ある。  

尿だけを対象と した集尿器では便の汚染が広がってしま  

い、安心して集尿器を使用することができない。  

便もれにも対応した集尿器を保険対象とすることで、介  

助者の負担軽減に資すると考えられる。  

○ 告示、解釈通知での対応案  

特殊尿器の告示及び解釈通知の規定において、「尿が自  

動的に吸引されるもので…」の部分を、「尿又は（及び）  

壁＿が自動的に吸引されるもので・‥」とする。  

○  留意点  

介助負担の軽減には資すると考えられるが、要介護者の  

日常生活動作の自立に資するとは考えにく い。排便の自立  

支援が期待できる者への導入にはつながらないよう、十分  

な検討が必要である。  

また、尿および便を吸収するものであることから、吸引  

後の衛生面の確保等について十分な検討が必要である。  
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9．入浴介助用ベルト  

○ 特徴  

歩行が困難で一人では辛いすから入浴用いす等への移乗  

が難しいという者を安定した姿勢で支えることができるの  

で、介助者の負担が少なく てすむ。  

○ 対象者  

歩行が困難で一人では車いすから入浴用いす等への移乗  

が難しい者。  

○ 対象と して検討する理由  

車いすから入浴用いす等の移乗作業において、介助者の  

負担の軽減に資する。  

○ 告示、解釈通知での対応案  

告示の入浴補助用具において、新た肺＝弔移  

乗用具」）を追加する。  

○  留意点  

スライディ ングボード等の移乗用具は、車いす付属品及  

び特殊寝台付属品の範囲に含まれるものであるが、当該製  

品は入浴用に限定されたものである。  

入浴の補助に資するものであるのかという点について、  

十分な検討が必要である。  
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10．ターンテーブル  

○ 特徴  

介護される方の体の向きを楽に変え、介助者の介護負担  

を軽減する補助できる。  

本体は錆の心配がなく浴室内などの水廻りの使用に有用  

である。  

○ 対象者  

自らの力で姿勢変更を行うことができない者。  

○ 対象と して検討する理由  

要介護者等の入浴時の体の向きの変更等を容易にできる  

ようにすることで、介助者の負担の軽減に資する。  

○ 告示、解釈通知での対応案  

解釈通知の入浴台の規定において、「浴槽の縁にかけて  

‥・」の部分を、「浴槽の・縁にかけて又は碑呈し…」  

とする。  

○  留意点  

当該品目は、特殊寝台付属品として告示の範囲に早まれ  

るものである。入浴に際して、回転機能をどのような場合  

に使用できるか、十分な検討が必要である。  

また、浴室内に設置するものであることから、転倒等の  

安全性の確保について留意することが必要である。  
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11．ベンチ付き手すりの設置  

○ 特徴  

要介護者等の自立支援に資する。  

ベンチが折りたたみ式であるため、狭い玄関でも有効に  

活用できる。  

○ 対象者  

福祉用具の導1入に際して、当該改修を必要と している者。  

立ち上がり、歩行、姿勢の変換等を行うときに、自らの  

体重を支えてバランスを取ることができない者。  

○ 対象と して検討する理由  

幸いす、歩行補助つえ等の福祉用具の導入に際して、要  

介護者等の日常生活の移動ゐ円滑化を図るための小規模な  

工事であり、高齢者の自立の支援に資する。  

○ 告示、解釈通知での対応案  

なし。  

○  留意点   

一般の踏み台又はいすとの機能の違いについて、及び手  

すりにいすが追加されても手すりの範疇に含まれるかどう  

か、十分な検討が必要である。  
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12．引き戸等の新設  

○ 特徴  

要介護者等の自立支援に資する。  

○ 対象者  

既存扉の変更のみでは、居室への移動が困難である等、  

福祉用具の導入に際し支障が生じる者。  

○ 対象と して検討する理由  

福祉用具の導入に際して、要介護者等の日常生活の移動  

の円滑化を図るための小規模なエ事であり、高齢者の自立  

の支援た資する。  

0 
． 

なし。  

○  留意点  

前回の検討会において、扉の新設自体は、「個人資産の  

形成」に繋がるものであるため、範囲外とされたと ころで  

ある。   

・ 保険者等より、住宅の構造によっては、扉位置の変更を  

行ったほうが、エ事費用が低廉に抑えられることもあるこ  

とから、このような場合の取扱いについて十分検討する必  

要がある。  

なお、保険給付の範囲は小規模なものと されていること  

から、保険給付の対象をどの程度までとするのか十分な検  

討が必要である。  
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参考資料2  

①給付対象種目を定める告示  

○厚生労働大臣が定める福祉用具貸与及び介護予防福祉用具貸与に係る福祉   
用具の種目 （平成十一年三月三十一日）（厚生省告示第九十三号）  

1 車いす   自走用標準型車いす、普通型電動車いす又は介助用  
標準型幸いすに限る。   

2 幸いす付属品   クッション、電動補助装置等であって、車いすと－  
体的に使用されるものに限る。   

3 特殊寝台   サイドレールが取り付けてあるもの又は取り付ける  
ことが可能なものであって、次に掲げる機能のいずれ  
かを有するもの  
一 背部又は脚部の傾斜角度が調整できる機能  
二 床板の高さが無段階に調整できる機能   

4 特殊寝台付属品   マットレス、サイドレール等であって、特殊寝台と  
一体的に使用されるものに限る。   

5 床ずれ防止用具   
ー  

次のいずれかに該当するものに限る。  
送風装置又は空気圧調整装置を備えた空気マット  

二 水等によって減圧による体圧分散効果をもつ全身  
用のマット   

6 体位変換器   空気パッド等を身体の下に挿入することにより、居  
宅要介護者等の体位を容易に変換できる機能を有する  
ものに限り、体位の保持のみを目的とするものを除く。   

7 手すり   取付けに際し工事を伴わないものに限る。   

8 スロープ   段差解消のためのものであって、取付けに際しエ事  
を伴わないものに限る。   

9 歩行器   歩行が困難な者の歩行機能を補う機能を有し、移動  
時に体重を支える構造を有するものであって、次のい  
ずれかに該当するものに限る。  
一 車輪を有するものにあっては、体の前及び左右を囲  

む把手等を有するもの  
二 四脚を有するものにあっては、上肢で保持して移  

動させることが可能なもの   

1（i歩行補助つえ   松葉づえ、カナディアン・クラッチ、ロフストラン  
ド■クラッチ、プラットホームクラッチ及び多点杖に  
限る。   

11 認知症老人排梱   介護保険法第七条第十五項に規定する認知症である   
感知機器   老人が屋外うとした時等、センサーにより感知し、家  

族、隣人等へ通報するもの   

床走行式、固定式又は据置式であり、かつ、身体を  
12 移動用リフト  つり上げ又は体重を支える構造を有するものであって、   

（つり具の部分を   その構造により、自力での移動が困難な者の移動を補   
除く。）   助する機能を有するもの（取付けに住宅の改修を伴うも  

のを除く。）  



○ 厚生労働大臣が定める特定福祉用具販売に係る特定福祉用具の種目及び   
厚生労働大臣が定める特定介護予防福祉用具販売に係る特定介護予防福祉   
用具の種目（平成十一年三月三十一日）（厚生省告示第九十四号）  

1 腰掛便座   次のいずれかに該当するものに限る。  
一 和式便器の上に置いて腰掛式に変換するもの  
ニ 洋式便器の上に置いて高さを補うもの  
三 電動式又はスプリング式で便座から立ち上がる際  

に補助できる機能を有しているもの  
四 便座、バケツ等からなり、移動可能である便器（居   

2 特殊尿器   尿が自動的に吸引されるもので居宅要介護者等又は  
その介護を行う者が容易に使用できるもの   

3 入浴補助用具   座位の保持、浴槽への出入り等の入浴に際しての補  
助を目的とする用具であって次のいずれかに該当する  
ものに限る。  
一 入浴用いす  
ニ 浴槽用手すり  
三 浴槽内いす  
四 入浴台  

浴槽の縁にかけて利用する台であって、浴槽への  
出入りのためのもの  

五 浴室内すのこ  
六 浴槽内すのこ   

4 簡易浴槽   空気式又は折りたたみ式等で容易に移動できるもの  
であって、取水又は排水のためにエ事を伴わないもの   

5移動用リフトのつ   
り具の部分  
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○厚生労働大臣が定める居宅介護住宅改修費等の支給に係る住宅改修の種類  
（平成十一年三月三十一日）（厚生省告示第九十五号）  
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②告示に関する解釈通知  

○介護保険の給付対象となる福祉用具及び住宅改修の取扱いについて  

（平成一二年一月三一日）  

（老企第三四号）  

第一 福祉用具  

1 厚生労働大臣が定める福祉用具貸与及び介護予防福祉用具貸与に係   

る福祉用具の種目  

（1） 車いす   

貸与告示第1項に規定する「自走用標準型幸いす」、「普通型電動  

車いす」及び「介助用標準型幸いす」とは、それぞれ以下のとおりで   

ある。  

① 自走用標準型車いす  
日本工業規格（JIS）T920ト1998のうち自走用に該当するもの及び   

これに準ずるもの（前輪が大径車輪であり後輪がキャスタのものを  

含む。）をいう。  

ただし、座位変換型を含み、自走用スポーツ型及び自走用特殊型   

のうち特別な用途（要介護者等が日常生活の場面以外で専ら使用す   

ることを目的とするもの）の自走用車いすは除かれる。  

（a 普通型電動車いす  

日本工業規格（JIS）T9203－1987に該当するもの及びこれに準ずる   

ものをいい、方向操作機能については、ジョイスティックレバーに   

よるもの及びハンドルによるもののいずれも含まれる。  

ただし、各種のスポーツのために特別に工夫されたものは除かれる。  

なお、電動補助装置を取り付けることにより電動車いすと同様の   

機能を有することとなるものにあっては、幸いす本体の機構に応じ   

て①又は③に含まれるものであり、電動補助装置を取り付けてある   

ことをもって本項でいう普通型電動車いすと解するものではないも  

のである。  

③ 介助用標準型車いす  
日本工業規格（JIS）T920ト1998のうち、介助用に該当するも・の及び   

それに準ずるもの（前輪が中径車輪以上であり後輪がキャスタのも   

のを含む。）をいう。  

ただし、座位変換型を含み、浴用型及び特殊型は除かれる。  
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（2） 牽いす付属品   

貸与告示第2項に掲げる「幸いす付属品」とは、利用することによ   

り、当該車いすの利用効果の増進に資するものに限られ、例えば次に   

掲げるものが該当する。   

なお、同項にいう「一体的に貸与されるもの」とは、車いすの貸与   

の際に併せて貸与される付属品又は既に利用者が車いすを使用してい  

る場合に貸与される付属品をいう。  

① クッション又はパッド  

幸いすのシート又は背もたれに置いて使用することができる形状  

のものに限る。  

② 電動補助装置  

自走用標準型幸いす又は介助用標準型車いすに装着して用いる電  

動装置であって、当該電動装置の動力により、駆動力の全部又は一   

部を補助する機能を有するものに限る。   

③ テ⊥ブル  

車いすに装着して使用することが可能なものに限る。  

④ ブレーキ  

車いすの速度を制御する機能を有するもの又は車しiすを固定する  

機能を有するものに限る。  

（3） 特殊寝台   

貸与告示第3項に規定する「サイドレール」とは、利用者の落下防   

止に資するものであるとともに、取付けが簡易なものであって、安全   

の確保に配慮されたものに限られる。  

（4） 特殊寝台付属品   

貸与告示第4項に掲げる「特殊寝台付属品」とは、利用することに   

より、当該特殊寝台の利用効果の増進に資するものに限られ、例えば   

次に掲げるものが該当する。   

なお、同項にいう「一体的に使用されるもの」とは、特殊寝台の貸   

与の際に併せて貸与される付属品又は既に利用者が特殊寝台を使用し   

ている場合に貸与される付属品をいう。   

① サイドレール  

特殊寝台の側面に取り付けることにより、利用者の落下防止に資   

するものであると 

保に配慮されたものに限る。  
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② マットレス   

特殊寝台の背部又は脚部め傾斜角度の調整を妨げないよう、折れ   

曲がり可能な柔軟性を有するものに限る。  

（卦 ベッド用手すり  

特殊寝台の側面に取り付けが可能なものであって、起き上がり、   
立ち上がり、移乗等を行うことを容易にするものに限る。  

④ テーブル  

特殊寝台の上で使用することができるものであって、門型の脚を   

持つもの、特殊寝台の側面から差し入れることができるもの又はサ   

イドレールに乗せて使用することができるものに限る。  

⑤ スライディングボード・スライディングマット   

滑らせて移乗・位置交換するための補助として用いられるものであ   

って、滑りやすい素材又は滑りやすい構造であるもめに限る。  

（5） 床ずれ防止用具   

貸与告示第5項に掲げる「床ずれ防止用具」とは、次のいずれかに   

該当するものをいう。   

① 送風装置又は空気圧調整装置を備えた空気パッドが装着された空  

気マットであって、体圧を分散するこ・とにより、圧迫部位への圧力  

を減ずることを目的として作られたもの。   

② 水、エア、ゲル、シリコン、ウレタン等から、なる全身用のマット  

であって、体圧を分散することにより、圧迫部位への圧力を減ずる  

ことを目的として作られたもの。  

（6） 体位変換器   

貸与告示第6項に掲げる「体位変換器」とは、空気パッド等を身体   

の下に挿入し、てこ、空気圧、その他の動力を用いることにより、仰   

臥位から側臥位への体位の変換を容易に行うことができるものをいう。   

ただし、専ら体位を保持するためのものは除かれる。  

（7） 手すり   

貸与告示第7項に掲げる「手すり」とは、次のいずれかに該当する   

ものに限られる。   

なお、前記（4）の③に掲げるものは除かれる。また、取付けに際しエ  

事（ネジ等で居宅に取り付ける簡易なものを含む。以下同じ。）を伴う   

ものは除かれる。エ事を伴う場合であって、住宅改修告示第1号に掲  
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げる「手すりの取付け」に該当するものについては、住宅改修として  

の給付の対象となるところである。  

① 居宅の床に置いて使用すること等により、転倒予防若しくは移動   

又は移乗動作に資することを目的とするものであって、取付けに際   

し工事を伴わないもの。  

② 便器又はポータブルトイレを囲んで据え置くことにより、座位保   

持、立ち上がり又は移乗動作に資することを目的とするものであっ   

て、取付けに際しエ事を伴わないもの。  

（8） スロープ   

貸与告示第8項に掲げる「スロープ」には、個別の利用者のために   

改造したもの及び持ち運びが容易でないものは含まれない。   

なお、取付けに際しエ事を伴うものは除かれる。工事を伴う場合で   

あって、住宅改修告示第2号に掲げる「段差の解消」に該当するもの   

については、住宅改修としての給付の対象となるところである。  

（9） 歩行器   

貸与告示第9項に規定する「把手等」とは、手で握る又は肘を載せ   

るためのフレーム、ハンドグリップ類をいい、「体の前及び左右を囲   

む把手等を有する」とは、これらの把手等を体の前及び体の左右の両   

方のいずれにも有することをいう。ただし、体の前の把手等について   

は、必ずしも手で握る又は肘を載せる機能を有する必要はなく、左右   

の把手等を連結するためのフレーム類でも差し支えない。また、把手   

の長さについては、要介護者等の身体の状況等により異なるものであ   

りその長さは問わない。  

（10） 歩行補助つえ   

松葉づえ、カナディアン・クラッチ、ロフストランド・クラッチ、  

プラットホームクラッチ及び多点杖に限る。  

（11） 認知症老人排御感知機器   

貸与告示第11項に掲げる「認知症老人排絢感知痩器」とは、認知症   

である老人が排掴し、屋外に出ようとした時又は屋内のある地点を通   

過した時に、・センサーにより感知し、家族、隣人等へ通報するものを   

いう。  
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（12）移動用リフト（つり具の部分を除く。）   

貸与告示第12項に掲げる「移動用リフト」とは、次の各号に掲げる   

型式に応じ、それぞれ当該各号に定めるとおりであり（つり具の部分を   

除く。）、住宅の改修を伴うものは除かれる。   

① 床走行式  

つり具又はいす等の台座を使用して人を持ち上げ、キャスタで床  

を移動し、目的の場所に人を移動させるもの。  

② 固定式  

居室、浴室、浴槽等に固定設置し、その機器の可動範囲内で、つ  

り具又はいす等の台座を使用して人を持ち上げるもの又は持ち上げ、   

移動させるもの。  

③ 据置式  

床又は地面に置いて、その機器の可動範囲内で、つり具又はいす   

等の台座を使用して人を持ち上げるもの又は持ち上げ、移動させる  
もの（エレベーター及び階段昇降機は除く。）。  

2 厚生大臣が定める特定福祉用具販売に係る特定福祉用具の種目及   

び厚生労働大臣が定める特定介護予防福祉用具販売に係る特定介護予   

防福祉用具の種目  

（1） 腰掛便座   

次のいずれかに該当するものに限る。   

① 和式便器の上に置いて腰掛式に変換するもの。   

② 洋式便器の上に置いて高さを補うもの。  

③ 電動式又はスプリング式で便座から立ち上がる際に補助できる機  

能を有しているもの。  

④ 便座、バケツ等からなり、移動可能である便器（居室において利用  

可能であるものに限る。）。  

（2） 特殊尿器   

尿が自動的に吸引されるもので居宅要介護者等又はその介護を行う   

者が容易に使用できるもの  

（3） 入浴補助用具   

購入告示第3項各号に掲げる「入浴補助用具」は、それぞれ以下の   

とおりである。  
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G）入浴用いす  

座面の高さが概ね35cm以上のもの又はリクライニング機能を有す   

るものに限る。  

② 浴槽用手すり  

浴槽の縁を挟み込んで固定することができるものに限る。  

③ 浴槽内いす  

浴槽内に置いて利用することができるものに限る。  

④ 入浴台  

浴槽の縁にかけて浴槽への出入りを容易にすることができるもの   

に限る。  

⑤ 浴室内すのこ  

浴室内に置いて浴室の床の段差の解消を図ることができるものに   

限る。  

⑥ 浴槽内すのこ  

浴槽の中に置いて浴槽の底面の高さを補うものに限る。  

（4） 簡易浴槽   

購入告示第4項に規定する「空気式又は折りたたみ式等で容易に移   

動できるもの」とは、硬質の材質であっても使用しないときに立て掛   

けること等により収納できるものを含むものであり、また、居室にお   

いて必要があれば入浴が可能なものに限られる。  

（5） 移動用リフトのつり具の部分   

身体に適合するもので、移動用リフトに連結可能なものであること。  

3 複合的機能を有する福祉用具について2つ以上の機能を有する福祉   

用具については、次のとおり取り扱う。  

① それぞれの機能を有する部分を区分できる場合には、それぞれの   
機能に着目して部分ごとに1つの福祉用具として判断する。  

② 区分できない場合であって、購入告示に掲げる特定福祉用具の種  

目に該当する機能が含まれているときは、福祉用具全体を当該特定  

福祉用具として判断する。  

③ 福祉用具貸与の種目及び特定福祉用具の種目に該当しない機能が   

含まれる場合は、法に基づく保険給付の対象外として取り扱う。  
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第二 住宅改修  

厚生労働大臣が定める居宅介護住宅改修費及び介護予防住宅改修費   

の支給に係る住宅改修の種類  

（1） 手すりの取付け   

住宅改修告示第1号に掲げる「手すりの取付け」とは、廊下、便所、   

浴室、玄関、玄関からの進路までの通路等に転倒予防若しくは移動又   

は移乗動作に資することを目的として設置するものである。手すりの   

形状は、ニ段式、縦付け、横付け等適切なものとする。   

なお、貸与告示第7項に掲げる「手すり」に該当するものは除かれ   

る′。  

（2） 段差の解消   

住宅改修告示第2号に掲げる「段差の解消」とは、居室、廊下、便   

所、浴室、玄関等の各室間の床の段差及び玄関から道路までの通路等   

の段差を解消するための住宅改修をいい、具体的には、敷居を低くす   

るエ事、スロープを設置するエ事、浴室の床のかさ上げ等が想定され   

るものである。   

ただし、貸与告示第8項に掲げる「スロープ」又は購入告示第3項   

第5号に掲げる「浴室内すのこ」を置くことによる段差の解消は除か   

れる。   

また、昇降機、リフト、段差解消機等動力により段差を解消する機   

器を設置するエ事は除かれる。  

（3） 滑りの防止及び移動の円滑化等のための床又は通路面の材料の変   

更  

住宅改修告示第3号に掲げる「滑りの防止及び移動の円滑化等のた   

めの床又は通路面の材料の変更」とは、具体的には、居室においては   

畳敷から板製床材、ビニル系床材等への変更、浴室においては床材の   

滑りにくいものへの変更、通路面においては滑りにくい舗装材への変   

更等が想定されるものである。  

（4） 引き戸等への扉の取替え   

住宅改修告示第4号に掲げる「引き戸等への扉の取替え」には、開   

き戸を引き戸、折戸、アコーディオンカーテン等に取り替えるといっ   

た扉全体の取替えのほか、ドアノブの変更、戸車の設置等も含まれる。  
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ただし、引き戸等への扉の取替えにあわせて自動ドアとした場合は、  

自動ドアの動力部分の設置はこれに含まれず、動力部分の費用相当額  

は、法に基づく保険給付の対象とならないものである。  

（5） 洋式便器等への便器の取替え   

住宅改修告示第5号に掲げる「洋式便器等への便器の取替え」とは、   

和式便器を洋式便器に取り替える場合が一般的に想定される。   

ただし、購入告示第1項に掲げる「腰掛便座」の設置は除かれる。   

また、和式便器から、曖房便座、洗浄機能等が付加されている洋式   

便器への取替えは含まれるが、既に洋式便器である場合のこれらの機   

能等の付加は含まれない。さらに、非水洗和式便器から水洗洋式便器   

又は簡易水洗洋式便器に取り替える場合は、当該工事のうち水洗化又  

は簡易水洗化の部分lま含まれず、その費用相当綾は法に基づく保嘩給   

付の対象とならないものである。  

（6） その他（1）から（5）の住宅改修に付帯して必要となる住宅改修   

その他住宅改修告示第1号から第5号までに掲げる住宅改修に付帯   

して必要となる住宅改修としては、それぞれ以下のものが考えられる。   

① 手すりの取付け  

手すりの取付けのための壁の下地補強  

（∋ 段差の解消  

浴室の床の段差解消（浴室の床のかさ上げ）に伴う給排水設備工事   

③ 床又は通路面の材料の変更  

床材の変更のための下地の補修や根太の補強又は通路面の材料の  

変更のための路盤の整備   

④ 扉の取替え  

扉の取替えに伴う壁又は柱の改修工事  

⑤ 便器の取替え  

便器の取替えに伴う給排水設備工事（水洗化又は簡易水洗化に係  

るものを除く。）、便器の取替えに伴う床材の変更  
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参考資料3  

介護保険における福祉用具・住宅改修の範囲の考え方   

平成10年8月24日に開催された第14回医療保険福祉審議会老人保健福  

祉部会において示された介護保険制度における福祉用具及び住宅改修の範囲の  

考え方は以下のとおりである。  

福祉用具の範囲の考え方について  

1 介護保険法の福祉用具に関する規定   

○ 福祉用具貸与（第7条第17項）  

この法律において「福祉用具貸与」とは、居宅要介護者等について行  

われる福祉用具（心身の機能が低下し日草生活を営むのに支障がある要  

介護者等の日常生活上の便宜を図るための用具及び要介護者等の機能訓  

練のための用具であって、要介護者等の日常生活の自立を助けるための  

ものをいう。第44条第1項において同じ。）のうち厚生大臣が定める  

ものの貸与をいう。  

○ 居宅介護福祉用具購入費（第44条第1項）  

市町村は、居宅要介護被保険者等が、入浴又は排せつの用に供する塵   

祉用具そ嘩福祉用具（以下「特定福祉用具」とい  
う。）を購入したときは、当該居宅要介護被保険者に対し、居宅介護福  

祉用具購入費を支給する。  

2 介護保険制度における福祉用具の範囲の考え方  

．（1）高齢者に対する福祉用具の給付制度としては、現行では老人日常生活用   

具給付等事業がある。介護保険制度における福祉用具の範囲としては、同   

事業の対象用具から、一人暮らし老人を対象とした電磁調理器等の用具を   

除いたものを中心として定めることとする。   



（2）しかしながら、福祉用具の外縁は極めて広いものであるため、上記（1）   

の考え方を踏まえ、更に、次のような点を判断要素として対象用具を選定   

することとする。  

① 要介護者等の自立促準珊  

② 要介護者等でない者も使用する一脚こ   

新たな価値付けを有するもの（例えば、平ベッド等は対蓼外）  

③ 治療用等医療の観点から使用するものではなく、E】‘常生活の場面で使   

用するもの（例えば、吸入器、吸引器等味対象外）  

④ 在宅で使用するもの（例えば、特殊浴槽等は対象外）  

⑤ 起居や移動等卿一   

部の欠損又は低下した特定の機能を補完することを主たる目的とするも   

のではないもの（例えば、磯  

⑥ ある程度の経済的負担感がありト給付対象とすることlこより利用促進   

が因られるもの（一般的に低い価格のものは対象外）  

⑦ 畔引こ利   

用に支障のないもの（例えば、天井取り付け型天井走行リフトは対象外）  

（3）なお、ベッド用サイドレールや幸いすのクッション等の付属品について   

も、上記（2）の判断要素に合うものについては、本体を給付する場合に   

これと一休のものとして給付の対象とする。  

3 居宅介護福祉用具購入費の対象用具の考え方  

（1）介護保険制度では、福祉用具の給付については、対象者の身体の状況、   

介護の必要度の変化等に応じて用具の交換ができること等の考え方から原  

則貸与によることとされている。  

（2）このため、購入費の対象用具は例外的なものであるが、次のような点を  

判断要素として対象用具を選定することとする。   

（D 他人が使用したものを再利用することに心理的抵抗感が伴うもの（入  

浴・排せつ関連用具）   

② 使用により、もとの形態・品質が変化し、再度利用できないもの（つ  

り上げ式リフトのつり具）  

4 新たに開発・普及する製品の取扱い  

要介護者の便宜の観点、技術革新や製品開発努力等を評価する観点から、  
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新たに開発された用具や普及が進んだ用具についても、2（2）の判断要  

素に照らし、必要に応じ保険の対象となるような取扱いとする。  

住宅改修の範囲の考え方について  

1 介護保険法の住宅改修に関する規定   

○ 居宅介護住宅改修貴の支給（第45条第1項）  

市町村は、居宅要介護被保険者が、手すりの取付けその他の厚生大臣  

が足嘲萌修（以下「住宅改修」という。）を行ったとき  

は、当該居宅要介護被保険者に対し、居宅介護住宅改修費を支給する。  

2 介護保険制度における住宅改修費給付の基本的考え方  

（1）在宅介護を重視し、高齢者の自立を支援する観点から、福祉用具導入の   

際必要となる段差の解消や手すりの設置などの住宅改修を、介護給付の対  

象とすることとしている。  

（2）一方で、住宅改修は個人資産の形成につながる面があり、また、持ち家   

の居住者と改修の自由度の低い借家の居住者との受益の均衡を考慮すれ   

ば、保険給付の対象は小規模なものとならざるを得ない。  

3 介護給付の対象とする住宅改修の範囲設定の考え方  

（1）いくつかの既存調査から住宅改修の実例をみると、便所、浴室、寝室、  

廊下・玄関など改修箇所にかかわらず、手すりの設置、段差の解消の例が  

多く、このほかドアの引き戸化、便所では洋式便器化、浴室ではすべり止  

めや床材の変更、寝室では床材の変更の例が共通してみられる。  

（2）住宅改修の実例及び、保険給付の対象を小規模なものとせざるを得ない   

制約等を勘案し、保険給付の対象とする住宅改修の範囲は、共通して需要   

が多くかつ比較的小規模や改修工事上する。  
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（3）なお、上記の理由から居宅介護住宅改修費の支給限度績も小規模なもの   
とならざるを得ないが、住宅改修の種類は、多様な居宅の状況に応じて必   

要な改修を柔軟に組合せて行うことができるようなエ事種別を包括できる   

設定とする。  

4 住宅改修の範囲  

遮l主担げるエ重畳旦‡弘て1種類とする。 

①手すりの取付It   

②床段差の解消   

（三角材・小踏台の設置、敷居の平滑化・交換等）   

③すべりの防止⑩堕   

（浴室床のノンスリップ化、畳－じゆうたんから板床材への変更等）   

＠引き戸等への扉の取替皇   

⑤洋式便器等への堕墨の取替皇   

⑥上記の各工事に阻畳土工昼墓を享婁   

」呈す 

※上記のエ事種別のうち、標準的には①及び②の2つを組み合わせた改修が  
行われることを想定している。  
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